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北九州市告示第８４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５２条第１項により、米国姉妹

都市締結６０周年の記念式典等への参加のため、北九州市長北橋健治がノーフ

ォーク市及びタコマ市を訪問する令和元年７月２０日から同月２６日までの間

、次の者が市長の職務を代理する。 

  令和元年７月８日 

北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市副市長 梅本和秀 
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北九州市告示第８５号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市立食肉センターにおける手数料及び使用料の徴収事務を次のとおり

委託した。 

  令和元年７月８日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

北九州食肉センター企

業組合 

北九州市小倉北区末広

二丁目３番７号 

令和元年７月１日から

令和２年３月３１日ま

で 
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北九州市告示第８６号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、印刷機プリペイドカードの売払代金の収納事務を次のとおり委託した。 

  令和元年７月８日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

喫茶やすらぎ 北九州市小倉北区馬借

一丁目７番１号 

令和元年７月１日から

令和２年３月３１日ま

で 
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北九州市告示第８７号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州市エコタウンセンターにおける使用料の徴収事務を次のとおり委託し

た。 

  令和元年７月８日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

一般社団法人北九州エ

コタウンネットワーク 

北九州市若松区向洋町

１０番地２０ 

令和元年７月１日から

令和２年３月３１日ま

で 
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北九州市告示第８８号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、北九州エコタウン事業概要ＤＶＤの売払代金の収納事務を次のとおり委託し

た。 

  令和元年７月８日 

北九州市長 北 橋 健 治   

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

一般社団法人北九州エ

コタウンネットワーク 

北九州市若松区向洋町

１０番地２０ 

令和元年７月１日から

令和２年３月３１日ま

で 
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北九州市上下水道局告示第７号 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２及び北九州市上

下水道局会計規程（昭和３９年北九州市水道局管理規程第１２号）第３６条の

２第１項の規定により、ボトルドウォーターの売払代金の収納事務を次のとお

り委託した。 

  令和元年７月８日 

               北九州市上下水道局長 中 西 満 信 

受  託  者 
委 託 期 間 

名   称 住   所 

株式会社井筒屋 北九州市小倉北区船

場町１番１号 

令和元年７月１日から

令和２年３月３１日ま

で 

公益財団法人北九州観光

コンベンション協会 

北九州市小倉北区浅

野三丁目８番１号 

令和元年７月１日から

令和２年３月３１日ま

で 

株式会社味創 北九州市小倉南区中

曽根三丁目１０番１

５号 

令和元年７月１日から

令和２年３月３１日ま

で 
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北九州市選挙管理委員会告示第５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の規定による各種請求、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）の規定による教

育長又は委員の解職請求並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年

法律第５９号）の規定による合併協議会設置の請求及び合併協議会設置の投票

の請求をするに必要な選挙人の数は、次のとおりである。 

  令和元年７月８日 

                      北九州市選挙管理委員会 

                      委員長 日 髙 義 隆 

１ 地方自治法第７４条第１項（条例の制定又は改廃の請求）及び第７５条第

１項（市の事務の監査の請求）並びに市町村の合併の特例に関する法律第４

条第１項（合併協議会設置の請求）及び第５条第１項（同一請求関係市町村

の長に対する合併協議会設置の請求）に規定する選挙権を有する者の５０分

の１の数 

  １万６，０５０人 

２ 地方自治法第７６条第１項（議会の解散の請求）、第８１条第 1 項（市長

の解職の請求）及び第８６条第１項（副市長、選挙管理委員（市の選挙管理

委員に限る。）又は監査委員の解職の請求）並びに地方教育行政の組織及び

運営に関する法律第８条第１項（教育長又は教育委員会の委員の解職の請求

）に規定する選挙権を有する者の８０万を超える数に８分の１を乗じて得た

数と４０万に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数と

を合算して得た数 

  ２０万３１０人 

３ 地方自治法第８０条第１項（議会の議員の解職の請求）及び第８６条第１

項（選挙管理委員（区の選挙管理委員に限る。）の解職の請求）に規定する

選挙権を有する者の３分の１の数 

  門司区  ２万８，１５６人 

  小倉北区 ５万１，１９３人 

  小倉南区 ５万８，８５３人 

  若松区  ２万３，１１０人 

  八幡東区 １万９，０２０人 

  八幡西区 ７万６９６人 

  戸畑区  １万６，４６５人 

４ 市町村の合併の特例に関する法律第４条第１１項（合併請求市町村の選挙

管理委員会に対する合併協議会設置協議の投票の請求）及び第５条第１５項
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（合併協議会設置協議否決市町村の選挙管理委員会に対する合併協議会設置

協議の投票の請求）に規定する選挙権を有する者の６分の１の数 

  １３万３，７４６人 
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